
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　予定

平成29年度　予定 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成２８年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 土屋昌詔

全体計画 経費区分 － 内線 214-6041

事務事業名 4318 女性未来館運営事業

所　　属 130600 市民共創部・中央公民館

施　　策 07013700 男女共同参画社会の実現

会計 01 一般会計
予算

科目 100609 教育費・社会教育費・すざか女性未来館費
科目

事業 010000 女性未来館運営事業

事業目的 事業概要・効果 

勤労女性及び勤労者家庭の福祉の増進を図るために必 働く婦人の家設置の趣旨を踏まえ、女性の就労、勤労

要な事業を実施するとともに、円滑な施設運営を推進 女性のスキルアップと家庭生活の両立、職業人として

する。 の知識・技能の習得に関する事業の一層の推進が期待

される。

女性の就労及び生活支援、また若い女性や特に

内

子育て

中の女性への支

部

援によって、女性の自

評

立と社会参加の

促進が

価

期待できる。

ＰＬＡＮ

【

－ＤＯ

年度実績及び予

二

定

平成27年度　実績

次

平成28年度　予定

施

】

設利用者と活発な意見

1

交換を行い、講座運営

頁

及び施 施設利用者と活

平

発な意見交換を行い、

成

講座運営及び施

設使用

２

、設備を円滑に行うこ

８

とを目指す。 設使用、

年

設備を円滑に行うこと

度

を目指す。

平成29年

　

度　予定 平成30年度

行

　予定

平成31年度　

政

予定 平成32年度　予

評

定

価事業別シート

実計対象 評価対象



0
人員数

嘱託職員 0.2 0.0
（人）

臨時職員 0.0 0.0

正規職員 0.0 0.0

人　員 嘱託職員 541.0 0.0

コスト 臨時職員 0.0 0.0

計 541.0 0.0

市民一人当たりの経費 0.1 0.1

総額 3,855.0 3,420.0

（単位：千円）

平成27年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費 0

消耗品費、光熱水費等
11節 需用費 384

13節 委託費 0

15節 工事請負費 0

県働く婦人の家連絡協議会負担金
19節 負担金補助及び交付金 7

職員人件費等
その他 2,923

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成27年度 平成28年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成27年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成27年度 平成28年度

決　　　算 予　　　算

事業費 3,314 3,420

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 3,314 3,420

正規職員 0.0 0.



委

と家庭生活の両立、職

託

業人としての

知識・技

費

能の習得に関する事業

1

の一層の推進が期待さ

5

れるが、施設事業の周

節

知、若い女性の参加な

 

どに課題が
評   価

工

ある。女性の就労及び

事

生活支援、特に子育て

請

中の女性への支援によ

負

って、女性の自立と社

費

会参加の促進が期待
コ

1

メント
される。

・成果

9

を落とさずにコストを

節

削減する方法はあるか

 

効 率 性 ・効率性向

負

上に努めているか 変わ

担

らない

・使用料などの

金

受益者負担や補助対象

補

事業の範囲など、財源

助

確保の余地はないか

使

及

用者の受益者実費負担

び

を今後検討していくと

交

ともに、男女共同参画

付

課などの類似施設とと

金

もにあり方を考え

てい

そ

く必要がある。
評  

の

 価

コメント

振り返り

他

（決算年度の取組み課

Ｃ

題）

施設利用者と活発

Ｈ

な意見交換を行い、講

Ｅ

座運営及び施設使用、

Ｃ

設備を円滑に行うこと

Ｋ

を目指しているが、事

個

業の周知、若

い女性の

別

参加などに課題があり

評

、就労及び生活支援、

価

子育て中の女性への支

項

援によって、自立と社

目

会参加の促進が期待さ

評

れる。

価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成28

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

8節  報償費 0

光熱

平

水費、施設修繕
11節

成

 需用費 0

13節 委

2

託費 0

15節 工事請

8

負費 0

県働く婦人の家

年

連絡協議会負担金
19

度

節 負担金補助及び交

当

付金 7

職員人件費等
そ

初

の他 3,413

ＣＨＥ

予

ＣＫ

個別評価

項目 評価

算

観点 評価内容

・市民の

　

生命・財産を守るため

事

市が実施することが必

業

要不可欠な事業である

費

か

・行政内部の管理運

の

営上必要な事業である

内

か

必 要 性 ・市が主

訳

体となり実施すべき事

主

業か 普通

・法的な根拠

な

や公的関与の妥当性は

節

あるか

・目的は結果（

金

施策の目指す理想）に

額

結びついているか

勤労

内

女性及び勤労者家庭の

容

福祉の増進を図るため

8

に必要な事業を実施し

節

、円滑な施設運営を推

 

進する必要があ

る。
評

 

   価

コメント

・事

報

業の成果は上がってい

償

るか

・目標に対する達

費

成度は十分か

有 効 

1

性 ・市民生活上の課題

1

解決に貢献しているか

節

あまり有効ではない

・

 

行政内部の管理上の課

需

題解決に貢献している

用

か

・事業の目的が達成

費

できるような事業内容

1

になっているか

働く婦

3

人の家設置の趣旨を踏

節

まえ、女性の就労、勤

 

労女性のスキルアップ



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 進め方の改善（縮小） 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

施設の在り方を含め、今後の事業の進め方を検討して 施設面においては、勤労女性の視点のみな

内

らず、男女

いく。 共同

部

参画等の面からも改め

評

てあり方を検討する必

価

要が

ある。

外部評価

次

【

年度以降の方向性

外部

二

評価コメント

次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


